
真鶴町の財務諸表(平成25年度決算)の概要 

財務諸表とは、自治体の財政状況について、資産・債務の管理や行政サービスにかか

る費用などの詳細を把握し分析することで、より効率的な行財政運営を行うために作成

されるものです。総務省方式改訂モデルを参考に、普通会計の財務諸表を作成しました。 

 

各財務諸表の概要 

≪普通会計≫ 

(1) 貸借対照表(バランスシート) 

会計年度末時点で、保有する資産(財産)と、その資産をどのような財源(負債、純資産)

で賄ってきたかを示すものです。 

 (単位：千円) 

資産の部 負債の部 

１ 公共資産 

道路･橋りょう 

売却可能資産など 

8,481,772 

１ 固定負債 

地方債 

退職手当引当金など 

4,604,515 

２ 投資等 

  基金出資金など 
371,237 

２ 流動負債 

  地方償還予定額など 
253,992 

３ 流動資産 

  歳計現金など 
183,314 

 

負債合計 4,858,507 

純資産の部 

純資産合計 4,177,816 

資産合計 9,036,323 負債及び純資産合計 9,036,323 

 

町民一人当たりの貸借対照表 

 人口 7,965人(H26.３.31) 

   資産   約113万5千円・・・① 

負債   約 61万円・・・② 

純資産  約 52万5千円・・・①－② 

 

【貸借対照表用語解説】 

※資産：住民サービスを提供するために所有している財産です。 

※売却可能資産：公共資産のうち、基準日において行政サービスの提供には供されてい

ない資産のうち、売却可能であると判断した資産の売却可能価額を計上しています。

普通財産の土地の中から対象を選定しています。 

※歳計現金：歳入総額から歳出総額を差し引いた金額です。 

※負債：将来において支払いや返済の必要があるものをいい、１年以内に支払いが発生

するものを流動負債、１年より先に支払いが発生するものを固定負債とします。 

※地方債：町債残高から翌年度償還予定の元金を差し引いた金額です。 



※退職手当引当金：特別職を含む全職員が当該年度末に普通退職したと仮定した場合の

支給額を計上しています。 

※純資産：住民サービスを提供するために保有していた財産に対する財源のうち、現在

までの世代が負担した部分、資産を時価評価した際の評価差額分です。 

 

(2) 行政コスト計算書 

資産の形成につながらない人的サービスや給付サービスなどにかかる費用(＝経常行政

コスト)とそのサービスを受けるために直接支払われた使用料・手数料などの財源(＝経

常収益)の会計年度中の動きをまとめたものです。 

(単位：千円) 

経常行政コストＡ 3,842,320 

Ａ
の
内
訳 

１ 人にかかるコスト(人件費・退職手当引当金繰入など) 652,222 

２ 物にかかるコスト(物件費・維持補修費など) 902,768 

３ 移転支出的なコスト(他会計への支出・補助金など) 1,343,440 

４ その他のコスト(支払利息など) 943,890 

経常収益 Ｂ (使用料・手数料など) 115,621 

純経常行政コストＡ‐Ｂ 3,726,699 

 

町民一人当たりの行政コスト計算表 

 人口 7,965人(H26.3.31) 

   経常行政コスト   約 48万2千円 ・・・① 

経常収益      約 1万5千円・・・② 

純経常行政コスト  約 46万7千円 ・・・①－② 

 

【行政コスト計算書用語解説】 

※人件費：人件費の決算額から退職手当組合負担金を差し引き、事業費支弁人件費を加

えた金額です。 

※退職手当引当金繰入：当該年度に引当金として新たに繰り入れられた分に相当する金

額です。 

※物件費：旅費、消耗品費、光熱水費、通信運搬費、委託料など 

※維持補修費：修繕料 

※他会計への支出：特別会計等への繰出金 

※補助金等：補助金、交付金、負担金など 

※経常収益：行政サービスの対価として得られた「使用料、手数料」、「分担金、負担

金、寄附金」を計上しています。 

※純経常行政コスト：資産形成に結びつかない行政サービスの経費から受益者負担など

の収益を差し引いた金額です。町税や地方交付税などの一般財源で賄わなければなら

ないコストを表しています。 



(3) 純資産変動計算書 

貸借対照表の「純資産の部」に計上されている数値の会計年度中の増減を示したもので

す。 

(単位：千円) 

期首純資産残高Ａ 5,229,052 

当期変動高Ｂ △1,051,236 

Ｂ
の
内
訳 

１ 純経常行政コスト △3,726,699 

２ 一般財源 2,287,621 

３ 補助金等 385,148 

４ その他 2,694 

期末純資産残高 Ａ＋Ｂ 4,177,816 

 

【純資産変動計算書用語解説】 

※期首純資産残高：前年度末の貸借対照表における純資産残高を計上しています。 

※補助金等：普通建設事業費に充当した国庫支出金、県支出金等を計上しています。 

※その他：地方譲与税、各種交付金、財産収入、諸収入です。 

※期末純資産残高：当該年度末の貸借対照表における純資産残高と一致します。 

 

(4) 資金収支計算書(キャッシュフロー計算書) 

会計年度中の資金の流れを示すもので、どのような分野で資金を必要としているかを表

示しています。 

(単位：千円) 

期首資金残高 Ａ 94,338 

当期収支 Ｂ 43,778 

Ｂ
の
内
訳 

１ 経常的収支(町税・補助金・人件費など) 457,724 

２ 公共資産整備収支(公共資産整備支出・国県補助金・地方債など) △28,367 

３ 投資・財務的収支(投資及び出資金など) △385,569 

期末資金残高Ａ＋Ｂ 138,126 

 

【資金収支計算書用語解説】 

※公共資産整備収支：普通建設事業等の公共資産整備に伴う支出とそれに対応する財源

を計上しています。 

※投資・財務的収支：投資及び出資金、貸付金、基金の積立、地方債の元金償還などに

よる支出と、その財源である貸付金元金の回収などの収入を計上しています。 


